予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名: 岐阜県インターンシップ推進協議会運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画係　電話番号：058-272-1111（内3124）

　　　　　　                                      E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,999千円（前年度予算額：2,250千円）
	要求内容


	１　要求の内容


主に県出身学生及び他県から岐阜県内の大学・短大に進学した学生等に県内でインターンシップを行う機会を提供し、地元企業（事業所）に多様な学生・若者と接触をする機会を提供する取組を促進するため、平成１８年にそれまで各者がばらばらに実施していたインターンシップを促進し、情報を一元化するべく、県を含めた産学官が連携し「岐阜県インターンシップ推進協議会」を設立した。
県内中小企業の魅力発信や若者の職業観醸成を通じた雇用のミスマッチ解消といった課題はいまだ解消されておらず、岐阜県インターンシップ推進協議会が設立以来取り組んできた、「受入企業・送り出し大学等の開拓」「企業と学生のマッチング支援」「インターンシップの普及・啓発活動」を、県として引き続き支援していく。

◯「受入企業・送り出し大学等の開拓」
　県内企業や県内・県外大学を訪問し、インターンシップ受入を希望する企業や大学を開拓し、インターンシップの普及に努める。
◯「企業と学生のマッチング支援」
インターンシップに関心がある企業と学生・学校のマッチング支援のため、インターンシップのためのマッチングイベント等を開催する。また、事前にインターンシップの意義を教え、かつ企業において必要なビジネスマナーを学ぶ場を併せて提供する。

◯「インターンシップの普及・啓発活動」
受入企業・大学の開拓を行いつつ、現状を的確に把握し、今後のインターンシップに対する取組みに反映するための調査を実施する。
	２　所要経費


　負担金：3,999千円

協議会運営費：2,250千円

　　新大学生インターンシップ推進事業費：1,749千円
	２月１日時点の査定額の考え方


インターンシップ事前講習会については、大学でも実施しているため、計上を見送ります。また、インターンシップに関する調査費については、学生を対象としたもののみ計上します。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,250
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,250

	要求額
	3,999
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,999

	２月1日時点
査定額
	3,216
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,216

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内中小企業で就職することの魅力を発信しながら、企業と学生のマッチング支援と受入企業・送出し大学の開拓を進める。インターンシップ参加者の増加と内容の充実を図ることで若者の職業観醸成が促進され、若者の未就業や早期離職といった「雇用のミスマッチ問題」解消を図ることを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県内企業インターンシップ参加者（岐阜県インターンシップ推進協議会）
	（H19）
518人
	（H21）
886人
	（H23）
947人
	24.11月
現在
704人
	（H25）
900人
	78%

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	岐阜県インターンシップ推進協議会の運営費の一部を負担


（平成24年度の成果）

	平成24年11月現在、704人のインターンシップ参加者



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	県内中小企業の魅力発信を行いながら、インターンシップ参加者の増加と内容の充実を図ることにより若者の職業観醸成が促進され、若者の未就業や早期離職といった「雇用のミスマッチ問題」解消を図ることが可能となる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	　岐阜県インターンシップ推進協議会発足以降、インターンシップ希望者（企業・大学・学生）の窓口が集約され、利便性が高まったことにより、大学生等の県内事業所におけるインターンシップ参加者数は大きく伸びてきた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯
	　産学官が連携し、岐阜県インターンシップ推進協議会を形成していることで、企業・大学・行政の協力体制が効率的に実施されている。


（今後の課題）

	県外へ進学した学生が、名古屋市など他県で就職することで、県外に流出する傾向が続いている。若者が県外で就職するのは、県内には就業機会が少ないと考えること、あるいは就業機会があっても情報がなく選択肢として考えられないことが大きい。

県として、県内中小企業で就職することの魅力を伝えることで、就職の選択肢として検討に値する事実を学生に知らせることが重要である。

また、若者の未就業や早期離職といった「雇用のミスマッチ問題」解消の方策として、インターンシップにより職業観の醸成が進むことは学生にとり有効である。
インターンシップの推進により、県外大学へ進学した若者のUターンや他県の若者の県内企業就職を促進し、地域の担い手である若者の県内定着が期待される。



（次年度の方向性）
	岐阜県インターンシップ推進協議会発足以降、大学生等の県内事業所におけるインターンシップ参加者数は順調に伸びてきたが、今後は参加者数を維持しながら内容の充実を図る必要がある。そのため、岐阜県インターンシップ推進協議会と連携し、県内におけるインターンシップ受入企業の開拓や、学生・大学と企業とのマッチング支援の取組を強化していく。



